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東日本大震災に係る復興支援策の充実・強化を求める要請書

　日ごろより、被災地の復興再生にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

　さて、東日本大震災の発生から２年が経過していますが、今なお、被災者の生活再建、市街地や産業の再生、除染や放射性物質に汚染された廃棄物処理など、復興にむけた課題は山積している状況にあります。

　しかし、被災地の復興事業が本格化するなかで、被災自治体が抱える業務量が膨大となる一方、復興に必要な被災自治体の人員不足が深刻化しており、政府として、抜本的な人員確保策を早急に講じる必要があります。同時に、迅速な復興を進める上で、交付金の申請など、復興業務に係る事務手続きの緩和・簡素化も求められています。

　つきましては、被災地の現状を十分理解いただき、被災住民や復興業務に携わる人々の生活安定、被災地の復興にむけた諸施策の充実がはかられるよう強く要請します。

（◎が重点課題）

記

◎1.　被災地の復興・再生を支える人材対策の強化

　　(１)　中長期にわたる復興を支える観点から、被災自治体が安心して正規職員が採用できるよう財政措置を含めて、抜本対策を講じること。

　　(２)　被災自治体への人的支援については、政府の責任で全国的な支援体制を確立し、被災自治体からの要請人員数を充足させること。また、支援を行った自治体に対する十分な財政支援を行うこと。

　　(３)　人材不足が顕著となっている都市計画分野、農業土木分野、地域医療・福祉・介護に係る人材確保対策を講じること。

　　(４)　除染分野を担う技術職確保のための支援策と環境整備をはかること。

　　(５)　被災自治体や被災自治体に職員を派遣する自治体において、メンタルヘルス対策の充実をはじめとして、職員の健康をサポートする体制の強化とこれに係る財政支援を行うこと。

2.　復興にむけた行財政支援の強化

　◎(１)　被災自治体の早期復興をはかるため、復旧・復興に係るすべての事業の実施に際して、各省庁の窓口の一元化、書類や報告様式の簡略化など、事務負担の軽減をはかること。

　　(２)　東日本大震災の復旧・復興に要する地方負担分は通常の予算と別枠で確保するとともに、震災復興特別交付税の確保をはかること。

　　(３)　復興交付金については、被災自治体の自主的判断により復旧・復興事業を実施可能なものへと改善をはかり、基幹事業の追加・拡充、適用要件の緩和を行うこと。また、放射能被害から国民を守る生活環境を整備する事業、健康の維持・増進事業など、原子力災害からの復興を支援する事業を新たに創設し、基幹事業に追加すること。

　　(４)　災害復旧・復興に係る事業について、人材不足、事務量の増大や資材の不足等に起因する事業の遅延などの進捗状況を考慮し、事業期間の延長をはかること。

3.　福島第一原子力発電所の事故関連対策の強化

　◎(１)　損害賠償、除染の推進、汚染廃棄物の処理、福祉・医療体制の充実、長期帰宅困難者に対する生活支援、農作物等の風評被害対策など、福島第一原子力発電所の事故に起因する問題解決に当たって、財政支援措置を強化・拡充すること。

　　(２)　中間貯蔵施設は国で示している工程表通り責任を持って設置するとともに、発生するすべての放射性物質に汚染された廃棄物は、国が責任を持って処分すること。また、仮置場設置を進める自治体への財政措置、除染方法の技術的な措置を行うこと。

　　(３)　福島県原子力災害復興基金を増額し、ふくしま産業復興企業立地補助金の2014年までの３年間の制度設計を堅持すること。

　　(４)　被災自治体への職員派遣に際し、十分な健康管理の徹底をはかること。必要に応じて内部被ばく検査等の実施とこれに係る財政支援を行うこと。

　　(５)　原子力損害賠償は、被災者、企業をはじめ、被災自治体に対しても、その損害額すべてについて迅速かつ適切に賠償が行われるよう、政府が責任を持って対応すること。

以　　上　　
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